
 

 

                     

令和２年度 事業報告 

(令和2年4月1日～令和3年3月31日) 
 

一般社団法人 公営交通事業協会 
 

１ 会員及び役員の状況                   

令和２年度における会員及び役員の状況は、次のとおりである。(正会員、特別

会員及び賛助会員名簿並びに役員名簿は、資料１のとおり)  

(１) 正 会 員 
① 令和２年度当初 正会員数 ２２都市   

② 令和２年度末  正会員数 ２２都市 

③ 入会・退会   なし 

③ 事業別会員数    バス事業    １８都市 

              地下鉄事業    ８都市 

              路面電車事業   ５都市（うち軌道整備事業 １都市） 

                新交通事業    １都市 

               モノレール事業  １都市（令和元年１１月より休止中） 

(２) 特別会員   
① 特別会員数    １社（大阪市高速電気軌道株式会社） 

② 入会・退会   なし 

 (３) 賛助会員 
① 令和２年度当初  賛助会員数 ２０社・１団体 

② 令和２年度末  賛助会員数 １９社・１団体 

③ 退会           １社（いすゞ自動車株式会社 令和３年３月３１日） 

④ 事業別会員数 交通事業     １３社 

              バス車両メーカー  １社 

                       損害保険業     ２社 

その他の事業    ３社・１団体 

(４) 役  員 

① 役 員 数 理事１２名 監事３名  計１５名 

② 役員の選任状況 

 1)補欠選任 

選任日 役職名 会員都市名及び役職名 選任 辞任 

令和2.4.27 理事 川崎市交通事業管理者 篠原 秀夫 邉見 洋之 

同 理事 鹿児島市交通事業管理者 白石 貴雄 鞍掛 貞之 

  



 

 

2)補欠選任 

選任日 役職名 会員都市名及び役職名 選任 

令和2.5.29 理事 東京都公営企業管理者 職務代理者 久 我 英 男 

3)会長の選定（令和２年６月８日） 

役職名 氏  名 会員都市名及び役職名 

会長(代表理事) 久 我 英 男 東京都公営企業管理者 職務代理者  

4)役員の改選（令和２年６月１５日） 

ブロック 役職名 氏  名 会員都市名及び役職名 新任・再任 

東 理事 浦 田   洋 札幌市交通事業管理者 新任 

東 理事 大久保 孝 之 函館市企業局交通部長 新任 

東 理事 久 我 英 男 東京都公営企業管理者 職務代理者 再任 

東 理事 三 村 庄 一 横浜市交通事業管理者 新任 

中 理事 河 野 和 彦 名古屋市交通事業管理者 再任 

中 理事 山 本  耕 治 京都市公営企業管理者 新任 

中 理事 増 田   平 伊丹市自動車運送事業管理者 新任 

西 理事 大 谷 唯 輝 宇部市交通事業管理者 新任 

西 理事 太 田 彰 幸 長崎県交通事業管理者 再任 

西 理事 池 上   修 北九州市交通事業管理者 新任 

西 理事 志 満 篤 典 佐賀市交通事業管理者 新任 

－ 理事 杉 田  憲 正 (一社)公営交通事業協会事務局長 再任 

東 監事 篠 原 秀 夫 川崎市交通事業管理者 新任 

中 監事 岸 田 泰 幸 神戸市交通事業管理者 新任 

西 監事 古 庄 修 治 熊本市交通事業管理者 新任 

5)会長、副会長及び常勤の理事の選定（令和２年６月２９日） 

役職名 氏  名 会員都市名及び役職名 新任・再任 

会長(代表理事) 久我 英男 東京都公営企業管理者  職務代理者 再任 

副会長 河野 和彦 名古屋市交通事業管理者 再任 

副会長 太田 彰幸 長崎県交通事業管理者 再任 

常勤の理事 杉田  憲正 (一社)公営交通事業協会事務局長 再任 

 6)補欠選任  

選任日 役職名 会員都市名及び役職名 選任 辞任 

令和2.7.27 理事 東京都公営企業管理者 内 藤   淳 久 我 英 男 

7)会長の選定（令和２年７月３１日） 

役職名 氏  名 会員都市名及び役職名  

会長(代表理事) 内 藤   淳 東京都公営企業管理者   



 

 

  

２ 会議の開催                      

令和２年４月１日から令和３年３月３１日までに開催した総会、理事会及び決

算監査の実施状況は、次のとおりである。 

(１) 総    会   

○ 令和２年度第１回臨時総会（みなし決議 令和２年４月２７日） 

  1）提案事項 

議案  理事の補欠選任  

      2) 上記の議案は原案のとおり決定された。 

○ 令和２年度第２回臨時総会（みなし決議  令和２年５月２９日） 

       1）提案事項 

議案  理事の補欠選任  

      2) 上記の議案は原案のとおり決定された。 

○ 令和２年度定時総会（みなし決議  令和２年６月１５日） 

       1）提案事項 

議案第１号  令和元年度事業報告（案） 

議案第２号 令和元年度決算（案）  

議案第３号 令和２年度事業計画 (報告案件)          

議案第４号 令和２年度本予算(案）   

議案第５号  令和２年度の会費について（案）  

議案第６号  令和３年度政府施策に関する要望（案） 

議案第７号 役員の改選（案） 

議案第８号 会長、副会長及び常勤の理事の推薦について（案） 

2) 上記の議案は原案のとおり決定された。 

3) 令和２年度定時総会は新型コロナウイルス感染症の防止の観点から、み

なし決議により実施した。 

○ 令和２年度第３回臨時総会（みなし決議  令和２年７月２７日） 

     1）提案事項 

議案  理事の補欠選任  

      2) 上記の議案は原案のとおり決定された。 

○ 令和２年度第４回臨時総会（みなし決議  令和２年９月２５日） 

       1）提案事項 

議案  令和２年度の会費の変更について 

      2) 上記の議案は原案のとおり決定された。 

(２) 理 事 会   

○ 令和２年度第１回理事会(みなし決議 令和２年４月１３日) 

1) 提案事項 

議案  令和２年度第１回臨時総会(みなし決議)について 

(案件 理事の補欠選任のための第１回臨時総会の開催) 



 

 

2) 上記の議案は原案のとおり決定された。 

○ 令和２年度第２回理事会(みなし決議 令和２年５月１４日) 

1) 提案事項 

議案  令和２年度第２回臨時総会(みなし決議)について 

(案件 理事の補欠選任のための第２回臨時総会の開催) 

2) 上記の議案は原案のとおり決定された。 

○ 令和２年度第３回理事会(みなし決議 令和２年５月２９日) 

     1）提案事項 

    議案第１号  令和元年度事業報告（案）  

議案第２号 令和元年度決算（案） 

議案第３号 令和２年度事業計画 (報告案件) 

議案第４号 令和２年度本予算(案） 

議案第５号 令和２年度の会費について(案) 

議案第６号 平成３１年度政府施策に関する要望(案）  

議案第７号 役員の改選(案) 

議案第８号 会長、副会長及び常勤の理事の推薦について(案)  

議案第９号 決議の省略の方法による総会の招集について(案) 

2) 上記の議案は原案のとおり決定された。 

○ 令和２年度第４回理事会(みなし決議 令和２年６月８日) 

1) 提案事項 

議案  会長（代表理事）の補欠選定 

2) 上記の議案は原案のとおり決定された。 

○ 令和２年度第５回理事会(みなし決議 令和２年６月２９日) 

       1）提案事項 

      議案 会長、副会長及び常勤の理事の選定 

2) 上記の議案は原案のとおり決定された。 

○ 令和２年度第６回理事会(みなし決議 令和２年７月１７日) 

1) 提案事項 

議案 令和２年度第３回臨時総会(みなし決議)について 

(案件 理事の補欠選任のための第３回臨時総会の開催) 

2) 上記の議案は原案のとおり決定された。 

○ 令和２年度第７回理事会(みなし決議 令和２年７月３１日) 

1) 提案事項 

議案  会長（代表理事）の補欠選定) 

2) 上記の議案は原案どおり決定された。 

○ 令和２年度第８回理事会（みなし決議  令和２年９月 1４日） 

       1）提案事項 

議案  令和２年度の会費の変更について 

      2) 上記の議案は、新型コロナウイルス感染症の拡大防止の観点から中止し

た事業に充当することとしていた経費等について、会費から減額するため、

令和２年度の会費を変更するものであり、原案のとおり決定された。 



 

 

○ 令和２年度第９回理事会(みなし決議 令和３年３月２６日) 

1) 提案事項 

      議案第１号 令和３年度事業計画書 

          議案第２号 令和３年度収支予算書 

議案第３号 令和３年度会費について 

          議案第４号 令和３年度定時総会の日時、場所等について 

2) 上記の議案は、すべて承認された 

(３) 決 算 監 査  

○ 令和元年度決算監査 

1) 開催 令和２年５月１５日 

2) 書面による監査 

令和元年度決算監査については、新型コロナウイルス感染症緊急事態宣

言が発出されたことから、書面により監査を実施した。 

 

３  調査・研究事業                     

会員都市のご協力等により、公営交通事業に関し、以下の事項について調査を

行い、要望書の作成、会報「公営交通」等への掲載を行った。  

(１) 令和３年度政府施策要望に係る調査 

会員の意見を踏まえて要望をとりまとめ、定時総会で承認を得て､要望書を

作成した。 

(「令和３年度政府施策に関する要望書」は令和２年８月会報に掲載) 

  ＜主な新規要望事項＞  

① 公営交通事業全般 

・新型コロナウイルス感染症の流行による、公営交通事業の経営状況の悪化

に対する支援を行うこと。 

② バス事業 

・上限運賃の認可の基準については、将来を見据えた経営の確保や働き方改 

革を踏まえ、運賃原価の算定について見直しを図るとともに、公営事業者

の運賃の認可については、議会の議決を受けた条例により設定されている

ことを十分配慮する見直しを図ること。 

・ドライバー異常時対応システムをはじめとした安全運転支援装置の導入に

ついて、公営交通事業者も補助対象とすること。 

 

③ 路面電車事業 

・訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業にあっては、複数年度にわた

る事業についても、補助対象とすること。 

 

 



 

 

(２) 令和２年度の政府施策の調査 

【公営交通事業全般】 

① 公営交通事業関係の補助金等の政府予算及び地方債計画 

・令和３年度政府予算概算要求の状況及び地方債計画(案) （資料２参照） 

（令和２年１０月会報に掲載） 

② 令和２年度の地方公営企業繰出金について（令和２年４月会報に掲載） 

③ 新型コロナウイルス感染症に係る地方公営企業の減収対策に対する地方

財政措置等（令和２年６月会報に掲載） 

④ 地方公営企業職員に係る基礎年金拠出金に係る公的負担 

【バス事業】 

① バス路線を維持するための補助制度（令和２年６月会報に掲載）  

② 新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止対策に対する補助制度（令和２

年７月会報に掲載） 

③ ノンステップバス等の導入に対する補助制度（令和２年１０月会報に掲載） 

   ④ 次世代自動車に対する補助制度 

【地下高速鉄道事業】 

① 地下鉄整備事業費補助制度 

② 公営地下高速鉄道事業の特例債制度 

③ 企業債の発行償還条件 

④ 公的資金補償金免除繰上償還制度 

⑤ 地下鉄事業への出資債に係る地方交付税における事業費補正方式 

⑥地下鉄事業経営健全化対策 

⑦地下鉄等の防災・安全対策事業に係る財政措置 

    ⑧鉄道に関する技術上の基準を定める政令に基づき実施する事業 

【路面電車事業】 

① ＬＲＴシステムの整備に対する補助制度 

② 地域公共交通バリア解消促進等事業 

(３) 公営交通事業の決算状況 

・令和元年度公営交通事業に係る決算概要（令和２年８月会報に掲載） 

・令和元年度公営交通事業決算調    （令和２年８月小冊子発行） 

(４) 公営交通事業の運賃の現況 （令和２年９月会報に掲載） 

・公営交通事業運賃の優遇措置状況調 [令和２年４月１日現在] 

(５) バスの走行環境改善状況（令和２年８月会報に掲載） 

・公共車両優先システム(ＰＴＰＳ) 公営バス運用状況 [令和２年４月１日現在]  

・バス優先レーン・バス専用レーン・バス専用道路の設置状況 

                                                 [令和２年 3月 3１日現在]  

 

 

 



 

 

４  政府施策(令和３年度)に関する要望活動                    

(１) 関係省庁(総務省、国土交通省及び環境省)に対する要望 

① 要望日 令和２年８月２１日（金）        

② 要望者 内藤  淳 会長 東京都公営企業管理者 

篠原 秀夫  川崎市交通事業管理者(大都市交通事業管理者会議幹事) 

杉田 憲正  理事（協会事務局長） 

③ 要望先  

○ 総 務 省  総務大臣をはじめとする政務三役及び自治財政局の局長・ 

審議官・課長。特に、内藤自治財政局長、渡邊大臣官房審議

官には、面談を行い、要望内容を伝えた。 

○ 国土交通省 国土交通大臣をはじめとする政務三役、事務次官、国土交

通審議官及び総合政策局、道路局、鉄道局、自動車局の局長・ 

次長・審議官・課長等 

○ 環 境 省 事務次官、地球環境審議官及び地球環境局、水・大気環境

局の局長・審議官・課長等 

要望活動については、令和３年度政府予算の概算要求期限が１か月遅れて９

月３０日となったこと、この７月に当協会の会長の交代があったことから、約

１か月遅れて、また、新型コロナウイルス感染症の拡大予防に向けて密集を避

ける観点から、人数を制限して行った。 

(２) 関係国会議員(１７９名)に対する要望 

札幌市、仙台市、東京都、川崎市、横浜市、名古屋市、京都市、神戸市、福

岡市、長崎県及び協会事務局が分担して、新型コロナウイルス感染症の拡大予

防に向けて密集を避ける観点から、都内の衆参両院国会議員会館の事務所等を、

人数を制限して訪問、あるいは郵送して、８月から９月に要望活動を行った。 

(３) 令和３年度公営交通事業関係政府予算について(資料２参照) 

 

５  研修事業                       

○ 省エネルギー運転（エコドライブ）等研修及び運行管理者研修の中止 

「省エネルギー運転等（エコドライブ）研修」は、省エネルギー問題への取

組みの一つとして、また「運行管理者研修」は、交通安全と運行管理者の実

務の向上のための取組みの一つとして、会員都市から多数、参加し、それぞ

れ十数年に亘り実施して来ているところであるが、政府により、４月７日に

宣言された新型コロナウイルス感染症緊急事態、更には宣言の対象期間も５

月末まで延長されるほか、新型コロナウイルスの感染状況も収束を見せてい

ない状況にあることを踏まえ、その拡大、まん延を防止する観点から、今年

度については中止した。 

 



 

 

６ 広報事業                       

公営交通の広報事業については、一般財団法人日本宝くじ協会の社会貢献広報

事業に係る助成金を得て、「環境に優しい公営交通広報ポスターの制作・配布事

業」と「モデル・バス停留所施設の設置事業」を実施している。 

(１) 広報委員会の開催 

令和２年度における公営交通の広報ポスターの図案の決定及びモデル・バス

停留所施設（上屋・ソーラー照明付き標識）の設置都市の選定を行うため、広

報委員会を書面開催した。今年度の広報委員会は、４月１７日（金）にルポー

ル麹町で開催予定であったが、新型コロナウイルスの感染拡大防止の観点から、

書面による開催とした。 

① 議 題 

  1）令和２年度宝くじ助成対象事業の事業計画について 

  2）令和２年度モデル・バス停留所施設（上屋及びソーラー照明付き標識）

の設置都市等の選定について 

3）令和２年度広報ポスターの採用作品の選定について 

② 委員会メンバー 

       地区代表として下記都市から１名、協会事務局から２名  

青 森 市  （北海道・東北地区） 

川 崎 市 （関東・中部地区） 

高 槻 市  （近畿地区） 

徳 島 市 （中国・四国地区）  

佐 賀 市 （九州地区） 

公営交通事業協会事務局  

(２) 環境にやさしい公営交通広報ポスター制作・配布事業 

    令和２年度においても、会員都市から寄せられた意見などを基に、２種類の

ポスターを制作することとした。 

上記の広報委員会において、制作会社から提案があったポスター図案５点の

中から委員による投票により下記２点のポスターを選定し、作成した。 

このポスターについては、８月下旬に各会員都市に配布した。 

なお、本ポスターは１年間、当協会のホームページに掲載している。 

① 公営交通広報ポスター(その１)  

＜キャッチコピー＞ 

「ＧＯ！ ＥＣＯ！いつものエコスタイルで 公営交通」 

＜制作枚数＞ Ａ１判 ８００枚 Ｂ３判 ８,４２５枚  

② 公営交通広報ポスター(その２) 

＜キャッチコピー＞ 

「今日もエコで いってらっしゃい おかえりなさい 人に・環境にやさ 

しい 公営交通」 

＜制作枚数＞ Ｂ３判 ８,６２５枚  



 

 

公営交通広報ポスター（その 1）Ｂ3判横 

 

公営交通広報ポスター（その 2）Ｂ3判横 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(３) モデル・バス停留所施設(上屋及びソーラー照明付き標識)の設置事業 

① 上屋の設置都市の選定について 

令和２年度は、宝くじ助成対象として１０基が認められたので、設置要望

のあった以下の都市に設置することとした。 

青森市、八戸市、仙台市、横浜市、高槻市、宇部市、松江市、北九州市、 

佐賀市、鹿児島市 

② ソーラー照明付き標識の設置都市の選定について 

令和２年度は、宝くじ助成対象として８基が認められたので、設置要望の  

あった下記の都市に設置することとした。 
 

川崎市、伊丹市、神戸市、宇部市、松江市、徳島市、北九州市、鹿児島市 

 

 

 

                  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年度に設置したソーラー照明 

付き標識 （松江市） 
 

令和２年度設置したバス停留所（風防、案内板、

ベンチ付き）（青森市） 

 



 

 

７  情報の収集・連絡事業                      

(１) 情報の収集及び連絡 
① 会報 「公営交通」(毎月)の発行 

 [令和２年４・５月号(第５９３号)～令和３年３月号(第６０３号)] 

○公営交通事業に関連する関係省庁の発表資料 

○協会が実施している各種事業の実施状況、各種調査研究の報告 

○正会員、特別会員及び賛助会員から寄稿された公共交通に関する情報 

を「会員だより」として、掲載。(資料３参照)   

○関係省庁及び会員都市の人事情報 

○マスメディアの公営交通関係情報 

○協会の総会・理事会の報告 

などを冊子にまとめ、毎月末に発行した。 

②  国からの通知の連絡 (随時)  (資料４参照) 

○公共交通関係補助金交付要綱・運用方針(国土交通省) 

○新型コロナウイルスの感染予防対策の徹底(国土交通省) 

○新型コロナウイルス感染症対策に関するガイドライン(国土交通省) 

○台風の接近に備えた体制の確保等(国土交通省) 

○交通安全運動(内閣府・国土交通省)  等           

③「公営交通事業協会通報」（随時）による連絡 (資料５参照) 

(令和２年度 第１号～第１４７号) 

○国の公営交通事業関係の予算・地方債計画関係資料(総務省・国土交通省) 

○地方公営企業繰出金について(総務省) 

○新型コロナウイルス感染症に係る地方公営企業の減収対策に対する操出

金について(総務省) 

○職場における新型コロナウイルス感染症感染予防、健康管理の強化につい

て(厚生労働省) 

○人事異動(総務省・国土交通省) 

○その他交通事業に係る関係する国土交通省等の発表資料 等 

(２) 調査統計資料の作成 
○ 令和元年度公営交通事業決算調（令和２年８月作成・配布） 

(３) 情報の公開 
     ホームページによる会員都市の交通事業の積極的な PR 及び交通事業関係の

各種情報の提供 

① ホームページアドレス   http://www.mtwa.or.jp 

② ホームページの主な掲載内容   
1) 協会案内（概要、定款、役員一覧、会員名簿） 
2) 事業案内 
3) 会報・会員だより 
4) 会員都市 
5) 鉄軌道事業及びバス事業に係る新型コロナウイルス感染症対策に関す 

るガイドライン等 



 

 

８  保険事業                        

令和２年度も会員都市、特別会員及び賛助会員を対象に、下記の保険契約を締

結した。 

(１) 公営交通事業者等団体鉄道賠償責任保険 
・ 加入都市及び会社  

正会員１０都市 特別会員１社 賛助会員１３社 

・ 保険料      48,212,880円  

(２) 公営地下鉄土木構造物保険 
・ 加入都市  正会員７都市 

・ 保険料       25,255,200円         

９  表彰事業                        

(１) 令和２年度公営交通事業協会会長表彰 

      協会表彰規程に基づき、表彰の受賞候補者を会員都市等へ推薦依頼し、

１０月の協会表彰審査委員会の審査を経て、受賞者が決定された。なお、表

彰状及び記念品の授与は、各会員都市等に依頼している。 

1) 発明・考案表彰           １都市    ２名   

2) 永年無事故表彰          １２都市  １０６名  

      3) 永年勤続表彰           １２都市等 ４９６名 

      4) 職員の模範となる行為の表彰     ２都市   １２名 

               受賞者総数         １５都市等 ６１６名  

 (２) 令和２年度国土交通大臣表彰 

○ 鉄道関係功労者大臣表彰 

会員都市からの推薦に基づき、国土交通省に候補者の推薦を行い、国土交通

大臣より以下の４都市の６名が受賞した。なお、表彰式は１０月１４日（水）

(鉄道の日)に東京プリンスホテルにおいて行われた。 

   東京都２名 横浜市２名 名古屋市１名 福岡市１名 

また、上記の大臣表彰の受賞者には、協会会長から記念品を贈呈した。 

○ 自動車関係功労者大臣表彰 

高槻市の１名が受賞した。なお、表彰式は１０月２９日（木）に東京プリン

スホテルにおいて行われた。 

また、上記の大臣表彰の受賞者には、協会会長から記念品を贈呈した。 

 

 

 

 



 

 

１０  国及び関係団体との連携及び協力           

(１) 国土交通省の委員会等への参画 

   ① 公共交通機関のバリアフリー基準等に関する検討会 

公共交通事業者に旅客施設及び車両等を使用した役務の提供の方法に関す

る基準（ソフト基準）への適合を義務付ける高齢者、障害者等の移動等の円

滑化の促進に関する法律の改正法は令和３年４月に全て施行されるが、その

具体的内容として、役務の提供の方法に関する基準（ソフト基準）等、視覚

障害者のエスカレーター利用のための誘導案内方法などを検討し、基準及び

ガイドラインの改正案を検討する本検討会の委員として委嘱を受けている。 

   ② 第１３回大都市交通センサスの調査検討委員会 

本年秋に予定されている第１３回大都市交通センサスの実施に向け、調査

検討を行う、本調査検討会の委員として委嘱を受けている。 

(２) 公益社団法人日本バス協会・一般社団法人日本地下鉄協会 

各協会の理事会等への出席の機会等を通じて、公営交通事業に関係する情

報の収集を行った。 

(３) 全日本自治団体労働組合(都市公共交通評議会) 

運行管理者研修を同組合と共催して行ってきたが、今年度については新型

コロナウイルスの感染の拡大、まん延を防止する観点から、同研修を中止す

ることとした。また、定時総会の開催（書面開催）にあたり、全日本自治団

体労働組合 都市公共交通評議会議長から公営交通事業の健全化等に係る要

請書を受理した。 


